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1．はじめに
――グローバリゼーションの現段階 ――

1990年代以降、貿易および直接投資を通じた多

角的な経済の相互依存関係は急速に進展してき

た。このような経済のグローバリゼーション１）を

加速する役割を果たしたのが、1994年に妥結した

ウルグアイ・ラウンド（多角的貿易交渉）であり、

工業製品のみならず、農産品や金融サービスなど

を含めた広範な貿易自由化の流れを方向づけた。

2001年時点でみると、世界のモノの貿易総額

は5兆9840億米ドル、サービスの貿易総額は1兆

4600億米ドル、合計7兆4440億米ドルに達してお

り、これは、世界のGDP31兆9000億ドルの23.3％

に相当する規模である。また、世界全体で外資

系企業の販売高は18兆5000億米ドル、輸出は2兆

6000億米ドルとなり、その雇用は5358万1000人と

推計されている（WTO 2002 ; UNCTAD 2002）。

また世界経済には、域内貿易比率の高い西欧、

北米およびアジアの３つの地域が存在している。

2001年時点で、EU（欧州連合）を中心とする西欧

地域のモノの貿易に関する域内貿易比率は67.5

％、NAFTA（北米自由貿易協定）を中心とする

北米地域では39.5％、制度的な経済統合の遅れて

いるアジアでも48.5％となった。1980年代後半以

降、アジアでも西欧でも域内貿易比率は上昇傾

向をたどり、世界経済は「３極化」へと向かって

きた。つまり、グローバリゼーションは、同時

に、1993年における欧州の単一市場（共同市場）

の形成、1994年の北米における新たな自由貿易

地域の設立、それに周辺国との２国間自由貿易

協定の拡大という地域経済統合のプロセスを伴っ

ている。もっとも、過去５年間をみると、地域間

の相互依存が高まり、各地域の域内貿易比率は

やや低下している（図表-1）。

こうしたなか、2001年９月のアメリカでの同時

多発テロの後、欧州やアジアの経済は、北米経

済の景気後退の影響を強く受けている。外国為

替相場がドル安となるなかで、各国の株式市場の

浮動性が顕著になり、金融システムは不安定化

している。また、同年12月の中国のWTO加盟に

加え、2003年３月のイラク戦争の勃発、新型肺炎

（SARS）の流行など、各国経済は新たなリスクに

直面している。

経済のグローバリゼーションは、新たなリスク

を伴いつつ、特定の部門や地域において、産業の

衰退や企業の撤退を余儀なくし、雇用・失業問

題を生じさせ、あるいは、賃金格差の拡大などの

弊害をもたらしてきた。それにもかかわらず、自

由貿易主義が主張されるのは、こうした雇用や失

業面の費用は、貿易や直接投資の自由化の便益

に比べれば大きいものではないという確信に支え

られてきたからである。

ところが、貿易や直接投資の自由化の推進に

当たって、その費用と便益が事前評価されたケー

スは非常に少ない。皮肉なことに、関税引き下げ

が進めば進むほど、セーフガード措置やアンチ・

ダンピング課税の発動が増加し、貿易紛争が増
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加している（井口 2002b）。アジアで初めて本格

的な地域統合をめざしたアセアン自由貿易地域

（AFTA）の場合も、域内産業の再編成がもたら

す雇用や賃金への影響が検討された形跡はほとん

どない（井口・志甫 2001）。

さらに、締結に向けて検討が開始された「アセ

アン＋３」の自由貿易協定または経済連携協定に

ついても、雇用や賃金、人の移動への影響が十

分議論されない懸念がある。

そこで本稿では、日本およびアジアの現状に関

心を払い、欧米を含む先行研究を踏まえ、以下

の論点を取り上げる。第１は、モノおよびサービ

ス貿易の国内雇用および賃金に与える影響であ

る。アメリカでの論争を踏まえ、日本の最近の動

向について検証する。第２に、対内外直接投資の

雇用効果についてである。内外の多くの研究が、

対外直接投資が輸出促進的であるという結論を

導いているなかで、どのような要因が、投資元国

の雇用減少のリスクを高めるかについて検討す

る。第３は、グローバリゼーションが、国内地域

の企業立地、雇用・失業および賃金動向に及ぼ

す影響を検討する。第４に、グローバリゼーショ

ンが、国際的な人の移動と、どのように関連しあ

っているかを検討する。

最後に、グローバリゼーションのメリットを活

用し、労働面に生じる諸問題を克服する必要が

あるとの視点から、アジアの地域経済統合の課題

について考える。

2．モノ・サービス貿易の国内雇用・
賃金に及ぼす影響

貿易の雇用・賃金への影響を論じる場合に、

必ず言及されるのが、古典的な貿易理論にいう

「要素価格均等化定理」である。アメリカでは、

1979年から1995年まで続いた賃金格差の拡大が、

この定理によって説明できるかどうかをめぐっ

て、膨大な論争が行われた。要するに、低熟練

労働者の実質賃金の傾向的低下が、途上国から

アメリカへ労働集約的な分野を中心として輸入が

増大した結果であるかどうかが争点となった。こ

れまでの実証研究の結果からみれば、この賃金低

下および雇用減少の主たる原因を、輸入拡大に

求めることはできない。実際には、輸入増加の結

果、賃金にマイナスの影響が大きくみられた業種

は、製造業生産の８％を占めるにすぎない。むし

ろ、製造業からサービス業への転職の過程で賃金

低下が著しかったこと、不熟練労働の供給が不

法移民の流入で増加し続けたこと、最低賃金の

引き上げが据え置かれたことなどの要因も無視で

きない。結局、多くの論者は、長期にわたる賃

金低下の原因は「熟練偏向的な技術進歩」とし、

貿易による賃金低下の影響は限られたものとして

いる（Sachs and Schatz 1994 ; President of the

United States 1998）。

1990年代前半の日本のアジア諸国からの輸入増

加の影響に関する諸研究においては、製造業の雇

用・賃金が影響を受けたことは否定できず、賃金

図表-1 貿易からみた地域間および地域内の相互依存関係（２００１年） 

輸　出　先 

北　米 
中南米 
西　欧 
中東欧 
アフリカ 
中　東 
ア ジ ア 
全 世 界 
 

３９．５（３６．９） 
６０．８ 
１０．３（８．２） 
  ４．２ 
１７．７ 
１６．５ 
２５．１（２５．９） 
２１．９ 

１９．０（１８．９） 
１２．１ 
６７．５（６８．１） 
５５．２ 
５１．８ 
１６．５ 
１６．８（１６．３） 
４０．６ 

  ０．７（０．８） 
  ０．９ 
  ５．９（４．２） 
２６．６ 
  ０．７ 
  ０．８ 
  １．１（１．０） 
  ４．２ 

  １．３（１．５） 
  １．２ 
  ２．５（２．８） 
  １．０ 
  ７．８ 
  ３．８ 
  １．６（１．３） 
  ２．１ 

  ２．１（２．６） 
  １．２ 
  ２．６（３．０） 
  ２．８ 
  ２．１ 
  ７．６ 
  ３．０（２．５） 
  ２．７ 

２０．９（２５．２） 
  ６．３ 
  ７．８（９．５） 
  ６．６ 
１４．９ 
４７．３ 
４８．２（４８．５） 
２１．７ 

１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 
１００．０ 

１６．５（１４．９） 
１７．０ 
  ２．３（２．５） 
  ２．１ 
  ３．５ 
  １．３ 
  ２．７（２．５） 
  ５．６ 

北　米 中南米 西　欧 アフリカ 中　東 ア ジ ア 全 世 界 中東欧 

資料出所：WTO（2002）  注：（　）内は1995年の数値。モノの貿易に関する数値である。中東欧には旧ソ連を含む。 
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について影響は決して小さくないとしつつ、雇用

量への影響は限られたものであったとしている。

貿易が、賃金格差に影響を及ぼした明らかな証

拠は見つからなかった（橘木ほか 1995 ; 井口

1997）。

それでは、1995年以降は、日本の貿易と雇用・

賃金の関係はどうなったのであろうか。貿易の国

内の雇用・賃金への影響を考える上で注目すべ

き現象は、過去５年間に、製造業の多くの分野

で急速な輸入浸透率の上昇がみられたことと、デ

フレーション現象が顕著になり、製品価格が低下

していること、製造業で100万人以上の雇用が失

われたことなどである。

そこで、雇用・賃金の変動がどのような要因に

よって生じているかを説明する回帰分析を行っ

た。その結果、雇用は国内生産量と価格（デフレ

ータ）から正の影響を受け、賃金は国内生産量と

労働生産性から正の影響を、輸入浸透率と雇用

から負の影響を受けていることが確認された（図

表-3）２）。

なお、サービス貿易が雇用・賃金に与える影響

について検討する場合は、サービス貿易の４形態

に即して検討する必要がある。このうち、「商業

拠点を通じた提供」および「消費者の移動」の場

合は、国内のサービス提供者の雇用や賃金に対

して悪影響が生じることは予測し難い。しかし、

「越境取引」および「人の移動（特に、契約ベース

の人の移動）」の場合、サービス提供者の属する

国の賃金水準が、消費者の属する国の賃金水準

より相当に低いとの条件の下では、サービス提供

は、消費者の属する国の雇用・賃金に大きな影

響を及ぼし得る（井口1997）。例えば、EU域内で

は、サービスの自由移動が認められており、契約

べースのサービス提供のため、高賃金国の雇用・

賃金水準に対し下方圧力が発生した例がある。

この場合の国内の雇用・賃金への影響は、モノ

の貿易に関する「要素価格均等化定理」と非常に

類似したものとなると予想され、国内の労働市場

を守るには、追加的規制が必要となる（井口

1998）。

3．対内外直接投資が国内雇用に及ぼす影響

1990年代後半以降の日本の対外直接投資をみ

ると、直接投資金額が大幅に減少しているもの

の、これには、先進国向けを中心に、金融業や

サービス業などへの投資減少が大きく寄与し、ア

ジアの製造業向けの直接投資の水準には大きな変

化はみられない。また、1999年以降の対外直接投

資は、ここ数年、アセアン４カ国（マレーシア、タ

図表-2 １９９５年から２０００までの就業者の変化とその要因 

製造業計 
食料品 
繊　維 
パルプ・紙 
化　学 
石油製品 
窯業土石 
一次金属 
金属製品 
一般機械 
電気機械 
輸送用機械 
精密機械 
その他 

１２５９ 
１５４ 
３３ 
３４ 
４７ 
５ 
５０ 
５５ 
９８ 
１４１ 
２１６ 
１０７ 
２４ 
３０２ 

１１５８ 
１５１ 
２５ 
３１ 
４７ 
４ 
４６ 
４７ 
８９ 
１３６ 
１９６ 
１０２ 
２２ 
２６３ 

１８．６ 
２６．６ 
２４．６ 
１３．０ 
１８．３ 
１７．３ 
６．７ 
２２．７ 
４．４ 
８．８ 
２０．０ 
１３．３ 
２９．４ 
２３．４ 

２３．０ 
２６．０ 
２６．０ 
１３．０ 
２３．０ 
２４．６ 
９．４ 
２４．８ 
５．９ 
１２．３ 
３０．２ 
１４．１ 
３８．６ 
２７．３ 

＋８．８ 
－２．８ 
－３０．８ 
－３．０ 
＋３．８ 
＋５．８ 
－７．０ 
－１．８ 
－１２．２ 
－４．９ 
＋６８．０ 
＋７．７ 
＋５．３ 
－１０．５ 

－１１．１ 
＋９．１ 
－２．４ 
－３．０ 
－１２．０ 
－７．１ 
－３．８ 
－６．２ 
－３．４ 
０ 

－２８．５ 
－４．８ 
－２．６ 
＋１．９ 

＋５．２ 
＋８．３ 
－３．９ 
＋２．６ 
－８．６ 
＋２０．５ 
－６．４ 
＋３．５ 
－７．１ 
－５．４ 
＋１４．４ 
＋８．９ 
＋１３．９ 
＋３．６ 

＋４．６ 
－３．０ 
＋１０．８ 
－１．９ 
＋１．０ 
－０．９ 
＋０．３ 
＋４．５ 
－０．９ 
＋５．８ 
＋１０．５ 
＋４．４ 
＋１０．０ 
＋４．６ 

業種 雇用者（万人） 

１９９５年 ２０００年 １９９５年 ２０００年 

輸入浸透率（％） 国内生産 
増加率 
（％） 

労働生産 
性上昇率 
（％） 

デフレー 
タ上昇率 
（％） 

一人当たり 
雇用者所得 
増加率 
（％） 

資料出所：国民経済計算を基に筆者作成 

グローバリゼーションの労働面への影響



24

イ、インドネシアおよびフィリピン）向けと中国向

けとが拮抗する水準で推移してきた（UNCTAD

2002）。

そこで、対外直接投資が国内雇用に及ぼす影

響について考察してみたい。直接投資が、投資元

国からの輸出を現地生産で代替し、現地生産さ

れた製品が投資元国に逆輸入されると、国内雇

用への負の影響は大きくなる。しかし、現地生産

のための資本財や中間財の輸出が増加すれば、こ

れら負の効果は相殺される。したがって、直接投

資の雇用面への影響を測定するには、直接投資

がどれだけ純輸出（輸出から輸入を引いたもの）

を誘発したかを計測し、これを基に、国内生産や

雇用がどれだけ減少（増加）するかを推定すれば

いい。

先行研究によれば、欧米諸国の最近の研究で

は、対外直接投資が純輸出を誘発する結果をも

たらしている場合が多く、国内雇用に対する負の

影響はあまり検出されていない。

また日本については、現地生産の開始後、時

間が経過し、次第に現地調達率が上昇し、日本

から現地への輸出が減少して、純輸出がマイナス

になるとの調査結果が出されている（日本貿易振

興会 2002）。

これら研究結果に対しては、幾つかの問題点が

指摘されうる。まず、製造業分野の直接投資の

純輸出効果はプラスという事実発見において、直

接投資統計に、現地に販売拠点を設立する直接

投資が含まれている可能性がある。本来、これら

販売拠点は生産拠点ではないから、製造業に分

類すべきではない（深尾 1995）。また、欧米の

研究では、直接投資と貿易をマクロの関数で計

測し、時間の経過とともに現地調達率が上昇す

ることが考慮されていない場合がある。さらに、

製品価格が市場で急速に低下する場合、現地生

産拠点から投資元国への逆輸入が発生する可能

性が指摘されてきたが、欧米の事例では、現実に、

そうした事態が生じたことはほとんどなかった。

わが国の場合、1993年以降、日本の製造業の

対外直接投資の国際収支に与える影響が負にな

ったという研究（Japan Bank for International

Cooperation 2000）に加え、対日逆輸入の増加や

投資財・中間財輸出の伸び悩みの結果、1999年

以降、日本の対外直接投資は輸出促進的ではな

くなりつつあるとの指摘がある（日本貿易振興会

2001）。

同時に、日本の製造業の対外直接投資が、そ

の輸出に対し負の影響を及ぼした例は少ないとす

る実証研究（Lipsey and Ramstetter 2001）や、製

造業に属する主要日系企業30社に関して、その

対外直接投資は、いずれも輸出促進的であると

いう国際機関による報告もあり（UNCTAD 2002 :

46）、対外直接投資の効果をめぐり、見解が対立

している。

なお、多くの研究は、製造業雇用の減少の主因

は生産性向上であるとし、対外直接投資が国内

雇用の空洞化を招いているという見解は少ない。

しかし、近年、世界的にデフレの兆候がみら

れ、製品価格が低下している。このため、安い労

働力を用いて柔軟な生産プロセスを構築し、資本

図表-3 わが国製造業の雇用・賃金に対する貿易の影響（１９９５～２０００年） 

国内生産量 
輸入浸透率 
デフレーター 
労働生産性 
賃金 
雇用 
定数項 
サンプル数 
自由度調整済決定係数 
ダーウイン・ワトソン比 
 

説明変数／被説明変数 雇　用 賃　金 

出所：筆者推計。なお、（　）内はt値、＊は5％水準で有意、＊＊は1％水準で有意。 

０．０１６０９   （５．８２４） 
  －０．１９６（－２．３５３） 
０．１６６  （１．２１２） 
０．０１４９    （６．７２０） 
－－                      

－０．１４０（－６．５６７） 
３８．２５０  （２．７０４） 

７７                      
０．８５７                  
２．０５６                     

＊＊ 

＊＊ 

＊＊ 

＊ 

＊ 

０．０１１４８  （２０．４０１） 
－０．５６２ （－１．５０５） 
２．７８６    （５．４６４） 

０．００７３５４     （０．５９３） 
－２．６９７（－０．５６７） 
－－                       

－１２７．０９９（－２．００４） 
７７                       

０．９４２                   
１．８３６                      

＊＊ 

＊＊ 

＊ 
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コストを可能な限り節約する必要性が高まり、先

端技術分野においても、生産拠点が海外に移転

する懸念も小さくない。

このほか、対外直接投資の国内雇用への影響

については、対外直接投資と対内直接投資のバ

ランスの回復について議論すべきだという考え方

もある（井口　1997）３）。

日本の場合、対外直接投資と対内直接投資の比

率は、1999年に一時的に２倍弱に縮小したが、不

況の深刻化のなかで対内直接投資が減少し、対

外直接投資が息を吹き返したため、同比率は再

び６倍以上に拡大した。国内の外資系企業が創出

した雇用は30万人台で、日系企業が海外進出し

て雇用する現地従業員の10分の１程度にすぎない

（図表-4）。

実際、対内直接投資と対外直接投資の規模が

かなり均衡しているアメリカの場合、対外直接投

資による国内雇用への悪影響は、対内直接投資

による国内雇用創出によってかなりの程度相殺さ

れている。したがって、対外直接投資による「空

洞化」のマイナス面を憂えるよりも、これを対内

直接投資の増加によって取り返す積極的な外資

誘致政策が重要といえよう。

なお、対内直接投資は、国内に雇用を生み出す

のみならず、経営幹部、管理職、専門職など外

国人人材の移動を生じさせ、技術やノウハウの移

転をもたらす。近年、海外の日系企業で働く日

本人数は抑制気味であるが、その半数程度をア

ジアが占めている。

4．国内の地域雇用などへの影響

グローバル化の影響は、国内の特定地域や業種

に集中的に表れる可能性があることは既に指摘し

た。したがって、国内の各地域における事業所、

雇用・失業、賃金等の変動を詳細に検討するこ

とは、グローバリゼーションに対応する上で非常

に重要である。

しかし、日本国内の製造業の構造変化は、長

期にわたる経済低迷の影響を受けているため、貿

易や直接投資の影響のみを分離することは容易で

ない。そうした制約の下で、本稿では、「工業統

計表」を利用し、1995年から2000年までの全国の

４人以上規模の製造業の事業所数、従業員数の

変化と、2000年の一人当たり現金給与総額の変

化を検討する（図表-5）。

まず、当該５年間における製造業の事業所の

減少は４万6,000カ所、従業員の減少は約114万人

に達した。このうち、事業所数と従業員数の減

少を地域別にみた特色の一つは、近畿で約１万

事業所、約24万人、南関東でも約5,000カ所、約

19万人、東京都のみで、約4,000カ所、約９万2,000

人など、大都市圏で多数の製造業の小規模零細事

業所と従業員が消滅している。しかし、そのよう

な傾向は1990年代前半にもある程度は観察され

た。むしろ、1990年代後半における新たな特色を

挙げれば、東海、北関東など以前は従業員の減

少が比較的小幅だった地方の工業集積地で従業

員の減少幅が拡大し、全体として、大都市圏の

事業所及び従業員の減少幅を上回ったことであ

図表-4 日本の対外・対内直接投資の雇用及び人材移動への影響 

対外直接投資（１００万米ドル） 
対内直接投資（１００万米ドル） 
全産業の海外雇用（人） 
国内雇用に対する比率（％） 
製造業の海外雇用（人） 
日本人派遣者数（人） 
海外雇用に対する比率（％） 
外資系企業の雇用（人） 
国内雇用に対する比率（％） 
 

２３，４２２ 
２００ 

３，０８６，２６０ 
５．８ 

２，３４３，９４８ 
５２，８２０ 
１．７ 

２２５，０９６ 
０．３ 

２５，９３３ 
３，２２４ 

３，２５９，５７０ 
６．０ 

２，４８０，４２７ 
５０，６５７ 
１．６ 

２３０，３６５ 
０．４ 

２４，１５３ 
３，１９３ 

３，０８０，９２０ 
５．７ 

２，４３４，４５６ 
５４，３２３ 
１．８ 

２４２，９９４ 
０．５ 

２２，７４３ 
１２，７４１ 

３，１５３，０４２ 
５．９ 

２，５０７，１０６ 
５２，７５１ 
１．７ 

２６４，１００ 
０．５ 

３１，５５８ 
８，３２２ 

３，２３７，２４８ 
６．０ 

２，５７３，１７０ 
５０，２４６ 
１．６ 

３１５，８６１ 
０．６ 

３８，０８８ 
６，２０２ 

３，４７８，５３８ 
６．２ 

２，７６１，６７２ 
４９，３３０ 
１．４ 
－－ 
－－ 
 

年 １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ 

資料出所：経済産業省、JETRO、東洋経済新報社 

グローバリゼーションの労働面への影響
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る（井口 1998 : 99 -100）。

国内の製造業事業所および従業員の減少は、長

引く経済停滞を反映するとともに、高品質の部

品生産によって、日本の製造業を支えてきた中小

企業が、急激に淘汰されていることを示してい

る。このような、日本国内における中小企業の

「クラスター（産業集積）」の衰退・消滅は、例え

ば、競合する中国の珠江デルタおよび長江デルタ

や、東南アジアでは、タイのバンコク南部の沿岸

地域など競合する「クラスター」の出現を予想さ

せる。即ち、アジア域内における日系企業の生産

ネットワークの再編成は、日本国内の製造業の急

速な変化をもたらしていると推測することができる。

特に、近畿地方の中小企業の減少は、東京と

南関東を合わせた淘汰事業所数を大きく上回っ

ており、1990年代後半以降、製造業で劇的な変

化があったことを示している。また、2003年第１

四半期現在の近畿の完全失業率は７％に達し、北

海道の８％に次ぐ厳しい失業情勢となった。ま

た、これら地域では、賃金の減少傾向が早くから

みられる。

製造業の事業所の減少は、個別の地域経済に、

深刻な影響を与えている。こうした地域経済の活

性化には、貿易や直接投資で結ばれたアジア域内

で競争しても生き延びる力のある新たな「クラス

ター」を形成する必要があることを示唆する。こ

うした新たな「クラスター」の構築には、イノベ

ーションのための人材確保が不可欠であるととも

に、国内または国外からの本格的な企業誘致に

向けた取り組みを必要としている４）。

5．グローバル化と外国人労働者

製造業の中小事業所が、アジア諸国との厳しい

競合関係に立ち、厳しい失業情勢が続くなか、

2001年末時点で、日本には、アジアやラテン・

アメリカ出身者を中心に、74万人以上の外国人

労働者（雇用労働者の1.3％）が就労していると推

定される（図表- 6）。

日本政府は、1989年以降、「専門的・技術的労

働者は可能な限り（現在は、「積極的に」としてい

る）受け入れるが、いわゆる単純労働者の受け入

れについては、慎重に検討する」という基本方針

を堅持してきた。このうち、専門的・技術的労

働者は、さらにより増加して既に16万人台に達し

た。対日直接投資が急増した1999年前後から、

日本への企業内転勤者が増加したこと、その在

留期間の制限が緩和されたことの影響は小さくな

い。それに加え、中国など東アジア諸国出身の専門

職や研究者の増加が寄与している（Iguchi 2002）。

一方、景気停滞の影響から、ブラジルなどから

の日系人の流入は減少し、ほとんどが不熟練職

種で就労する日系人労働者は23万人程度で頭打

ちとなっている。

図表-5 国内の地域別にみた製造業事業所数、従業者数および賃金の変動（単位：所・人・％） 
一人当たり 
賃金伸び率 

 

事業所数 

１９９５年 ２０００年 増減差 １９９５年 ２０００年 ２０００年 増減差（率） 

従業者数 

資料出所：工業統計表を基に筆者作成 

全　国 
北海道 
東　北 
東　京 
北関東 
南関東 
東　海 
北　陸 
近　畿 
中　国 
四　国 
九　州 
 

３８７，７２６ 
９，６４４ 
２６，９９５ 
３４，３２１ 
２６，１０９ 
４６，２５７ 
８０，３７２ 
２４，９８３ 
７５，１４０ 
２２，４３６ 
１３，０７３ 
２８，１９６ 

 
 

３４１，４２１ 
８，８１７ 
２３，８５７ 
３０，０９６ 
２３，５２３ 
４１，５１５ 
７１，０３９ 
２１，６１６ 
６４，６８０ 
１９，３７４ 
１１，９９３ 
２５，９０９ 

 
 

１０，３２０，５８７ 
２４２，２４７ 
８３０，０３７ 
６４７，６９１ 
７９３，００３ 
１，４２９，３３４ 
２，１９４，４１８ 
６１７，７０３ 
１，７４９，２５３ 
６８７，７３７ 
３１２，８３９ 
８１６，４２１ 

 
 

９，１８３，８３３ 
２１８，１３３ 
７５４，００６ 
５５５，６３３ 
７３８，９０４ 
１，２３８，３０３ 
２，０１１，９６８ 
５５４，６２１ 
１，５０９，４０４ 
５９６，９５６ 
２６８，２２３ 
７３７，６８２ 

 
 

－１，１３６，７５４（－１１．０） 
－２４，１１４（－１０．０） 
－７６，０３１（－９．２） 
－９２，０５８（－１４．２） 
－５４，０９９（－６．８） 

－１９１，０３１（－１３．４） 
－１８２，４５０（－８．３） 
－６３，０８２（－１０．２） 
－２３９，８４９（－１３．７） 
－９０，７８１（－１３．２） 
－４４，６１６（－１４．３） 
－７８，７３９（－９．６） 

 
 

０．０ 
－０．７ 
＋１．５ 
＋０．２ 
＋０．２ 
＋０．５ 
＋０．４ 
＋０．９ 
－１．２ 
－１．２ 
＋１．０ 
－０．０ 

 
 

－４６，３０５ 
－６４４ 
－３，１５８ 
－４，２２５ 
－２，５８６ 
－４，７４２ 
－９，３３３ 
－３，３６７ 
－１０，６４０ 
－３，０６２ 
－１，０８０ 
－２，２８７ 
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滞在期間の延びた日系ブラジル人たちの失業が

顕在化するなか、これら外国人が多数就労する地

域自治体では、治安や教育を含む深刻な社会問

題が生じている（外国人集住都市会議 2002、

2003）。他方、不法就労者（不法残留者）数も、不

況の影響もあって減少傾向を続け、22万人台に

とどまった。

さらに、最近注目される動きは中国からの留学

生の増加である。これら留学生の多くは私費留学

生で、学資を補うためにアルバイトなどで就労し

ている。そのような留学生は、2001年には６万

5000人に達し、さらに増加しているとみられる。

中国からの留学生の増加は、中国の一人当た

りGDPの増加で最もよく説明され、また、一人

っ子政策による教育投資の増加、私費留学に対

する規制の緩和などの政策的要因も無視できな

い。同時に複雑なのは、中国国内では、大学を

卒業しただけでは就職困難な結果、留学希望者

が増加していることや、日本国内では、少子化の

ため定員割れを起こした地方大学が、留学生の

受け入れを急増させた影響があるためである

（Iguchi 2003b ; Sho Kou 2002）。

ただし、卒業後の留学生の就職は、文科系の

学生の場合は決して簡単でない。これに対し、理

工系の学生は、中小・中堅企業を含めて日本企

業への就職は比較的堅調で、これら企業の技術

力向上にも貢献している。

その他、持続的に増加しているのは、在留資格

「特定活動」の多くを占める技能実習生である。

技能実習制度は、外国人研修生が、技能評価に

より技能水準が一定以上に達したと認めた場合、

雇用関係に移行し、在留資格を「特定活動」に変

更して、合計で２年（職種により３年）まで就労で

きる制度である。不況下でも、水産加工、繊維

などの業種では技能実習生の受け入れが拡大し、

最近は、農業でも技能実習生を受け入れるよう

になった。

しかし、「技能実習制度」の趣旨である技術・

技能の移転が必ずしも効果を発揮せず、技能実

習生の賃金の一部をピンハネした事業協同組合

図表-6 日本の外国人労働者の推移（推計） 

　　 教　授 
　　 芸　術 
　　 宗　教 
　　 報　道 
　　 投資・経営 
　　 法律・会計業務 
　　 医　療 
　　 研　究 
　　 教　育 
　　 技　術 
　　 人文知識・国際業務 
　　 企業内転勤 
　　 興　行 
　　 技　能 
　　 小　計 
特定活動（技能実習生ほか） 
資格外活動（留学・就学） 
日系人 
不法就労　不法残留 
　　　　　資格外活動 
合計 

在留資格 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 

出所：法務省入国管理局資料に基づき厚生労働省推計 
注）： 数値は、永住権を有する外国人を含まない。 
 
 

５，０８６ 
２７６ 
５，０６１ 
４２０ 
５，０５５ 
５８ 
１３１ 
２，４６２ 
７，７６９ 
１２，８７４ 
２９，９４１ 
６，３７２ 
２２，１８５ 
９，６０８ 

１０７，２９８ 
８，６２４ 
３０，１０２ 
２１１，１６９ 
２７６，８１０ 

－ 
６３０，０００ 

＋α 
 
 

５，３７４ 
３０９ 
４，９１０ 
３７３ 
５，１１２ 
５９ 
１１１ 
２，７６２ 
７，９４１ 
１５，２４２ 
３１，２８５ 
６，５９９ 
２８，８７１ 
１０，０４８ 
１１８，９９６ 
１２，１４４ 
３２，４８６ 
２３４，１２６ 
２７１，０４８ 

－ 
６６０，０００ 

＋α 
 
 

５，８７９ 
３５１ 
４，９６２ 
３６１ 
５，４４０ 
７７ 
１１４ 
２，８９６ 
８，０７９ 
１５，６６８ 
３１，７６６ 
７，３７７ 
３２，２９７ 
１０，４５９ 
１２５，７２６ 
１９，６３４ 
３８，００３ 
２２０，８４４ 
２５１，６９７ 

－ 
６７０，０００ 

＋α 
 
 

６，７４４ 
３６３ 
４，９７６ 
３４９ 
５，６９４ 
９５ 
９５ 

２，９３６ 
８，３７５ 
１６，５３１ 
３４，７３９ 
８，６５７ 
５３，８４７ 
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－ 
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９５ 
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１９，４３９ 
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９，９１３ 
５５，４６１ 
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３７，８３１ 
６５，５３５ 
２３９，７４４ 
２２４，０４７ 

－ 
７４０，０００ 

＋α 
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が摘発されたり、ベトナム出身の技能実習生が高

率で失踪したりするなど、改善を要したりする問

題が少なくない。

現在、東アジアの地域統合に向けた議論のな

かでは、高度人材や熟練労働者の移動の円滑化

が焦点になっている。しかし、実際には、フィリ

ピン、インドネシアおよびベトナムなどを中心に

低熟練または不熟練の労働者が多数送り出され

ている。日本経済の活性化の視点からは、高度

人材の受け入れの問題は非常に重要だが、不熟

練労働者の移動が、アジアの人の移動の過半数

を占めている現実を忘れることはできない５）。

長期的には、不熟練労働者の移動の問題の解

決を図るため、アジア域内の巨大な所得格差を是

正する経済発展のメカニズムを機能させる必要が

ある。所得の改善が期待できれば、現時点で所

得格差が大きくても、人々は故郷から移動しなく

てすむからである。いずれにせよ、高度人材の移

動の問題と並び、不熟練労働者の問題への対処

を、アジアの域内協力のなかでどこまで具体化で

きるかは、日本自身の戦略やイニシアチブに大き

く依存している。

6．おわりに

本稿では、1990年代後半以降の経済のグローバ

リゼーションの労働面への影響を実証的に探って

きた。第１に、貿易の雇用・賃金などに与える影

響は、日本では1990年代前半にはまだ大きなもの

ではなかった。最近は、急速な貿易浸透率の上

昇が、雇用や賃金に実質的な影響を及ぼしつつ

あることを確認した。第２に、対外直接投資が及

ぼす影響は、欧米の研究では輸出促進的な結果

が多いが、近年の日本では、依然、輸出促進的

であるとする研究と、輸出促進効果が低下してい

るという研究が並存している。いずれにせよ、直

接投資の雇用面に及ぼす効果を考えるうえで、対

内投資と対外投資とのバランスの確保が重要とい

うのが筆者の考えである。第３に、国内の地域経

済に及ぼす影響は、統計数値の上でも、地方の

産業集積の解体の懸念が高まっていることが示さ

れた。アジア域内で競争力ある産業集積を再構

築するためには、人材確保の観点を重視した新た

な産業集積を再構築することが必要というのが、

筆者の考えである。

以上のような分析に基づき、経済のグローバリ

ゼーションのメリットを活用し、同時に、デメリ

ットを最小限に抑制する上でも、本年から開始さ

れた「アセアン＋３」の枠組みにおける日本とア

セアン諸国などとの経済連携協定は非常に重要

な意味を持っている。

この協定は、国際法上の経済統合の基準をクリ

アするのみならず、域内における通貨危機の予

防、産業協力の強化、人的資源開発の強化、人

の移動の円滑化などの新たな課題に寄与すること

が期待される。協定の締結に際し、貿易や直接投

資の自由化を促進する視点のみならず、域内の産

業調整や失業増大、非合法な人の移動の増大な

ど、起こりうる問題点を予測し、可能な限りの域

内協力を実現することが望まれる。こうした問題

について、日本政府が必要なイニシアチブを果た

せるよう産官学の連携を強化する必要がある６）。

注
1）経済のグローバリゼーションの定義のなかに、モノ、

サービスや資本の移動のほか、人の移動を明示的に含
める考え方もあり得る。しかし、過去30年間、国際的
な人の移動の増加率は世界人口の伸びより小さく、特
定の国の間や地域内の人の移動が主体となっている

（井口2002a）。つまり、人の移動は、モノ、サービス、
資本の移動と比べ、「グローバル化」していない。1990
年代後半から、世界的規模で高度人材の獲得競争が始
まった。この動きは、グローバリゼーションの動きの
一環と見なすことができる（Iguchi 2003a）。

2）国民所得統計を利用し、製造業に属する業給について
1995～2000年のデータを基に、雇用または賃金を被説
明変数とする計量方程式を推計した。

3）産業・雇用の空洞化と呼ばれる現象は、多角的な視点
から分析し、多様な政策対応を進める必要がある。こ
のようなアプローチについては、井口（1997）の第４
章（特にpp. 127-136）を参照。

4）産業集積に関する議論は、多くの場合、M. ポーター
の「クラスター理論」に依拠している。この理論が現
れて既に10年以上が経過するが、今後の日本とアジア
の産業集積の形成を考える場合、この理論が明示的に
言及していないダイナミックな産業集積の形成プロセ
スや、高度人材を中心とする人的資源開発などの面で
は、新たなアプローチが必要である。
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5）東アジアの国際労働力移動および今後の日本と東アジ
ア諸国との経済連携協定に関しては、井口（2002b）
および Iguchi（2003b）を参照。

6）「人の移動に関するシンポジウム」準備会合に提出した
筆者の報告を参照（Iguchi 2003b）。
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